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(1) ʻ23年度 営業収益の増減要因

（単位︓億円、億円未満切捨）

2022年度
営業収益

運輸業 小売業 ホテル業

2023年度
営業収益
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１．グループ連結決算のポイント

不動産
賃貸業

2019年度
営業収益

その他

+140億円

94％

※「収益認識に関する会計基準」等について
企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」及び企業会計基準適⽤指針第30号「収益認識に関する会計基準の適⽤指針」。
当社グループでは、特に小売業の一部取引で当会計基準の影響を受けています。
事業者がお客様に商品を販売した際に、売り上げを計上すると同時に仕入れを計上していた取引は、仕入れた商品の在庫を抱えるリスクを負っていないと判断され、

売り上げと仕入れの差額を営業収益（売り上げ）に計上することとなりました。
このように、一定の基準に該当する取引については、売り上げと仕入れの差額を計上することに変更され、営業収益と営業費⽤の両⽅が減少することとなりました。

・2023年度の連結営業収益は、前年度と⽐較して140億円増加した1,477億円となりました。

・新型コロナの影響が軽微であった2019年度と同基準(※)で⽐較すると、94％となりました。
※2021年度より「収益認識に関する会計基準」等を適⽤し、収益の計上⽅法が変更されたため、2019年度当時の基準に合わせて⽐較。
（2023年度 営業収益 「収益認識基準」等適⽤前1,579億円との⽐較）

〔「収益認識に関する会計基準」等適⽤前〕
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１．グループ連結決算のポイント
(2) ʻ23年度 グループ全体の状況（対前年⽐較）
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（単位︓億円、億円未満切捨）
＜参考︓ʻ23年度 連結決算（ʼ19年度⽐較）＞

'19年度 '23年度
実績 実績

1,477 ▲195 88.3%
(1,579) (▲93) (94.4％)

鉄道運輸収入 706 698 ▲7 99.0%
営業費⽤ 2,099 1,977 ▲121 94.2%
営業利益 ▲426 ▲499 ▲73 －
※下段（ ）は「収益認識に関する会計基準」等適⽤前の数値を記載

増減 ⽐率

営業収益 1,672 

・営業収益は、鉄道運輸収入の増加に加え、ホテルの客室稼働率が
改善したことや、北海道四季マルシェで催事を実施したことなど
により、ホテル業、小売業でも増加しました。

・営業費⽤は、グループを挙げてコスト削減を⾏ったものの、安全
の確保に必要な修繕費の増加、収入に連動した仕入れコストの増
加などにより、67億円増加した1,977億円となりました。

・営業利益は499億円の⾚字ですが、72億円改善しました。
・経営安定基⾦運⽤益は、円安株⾼などにより21億円増加しました。

この結果、経常利益は111億円の⾚字ですが、69億円改善しま
した。

・特別利益に、国からの⽀援（159億円）などを計上した結果、
親会社株主に帰属する当期純利益は197億円改善した33億円の
⿊字となりました。
※前年度の特別損失において、鉄道事業廃⽌の合意に⾄った留萌線と

根室線に係る諸費⽤（94億円）を計上。

・新型コロナが５類へ移⾏し、お客様の消費意欲が改善基調となる中で、各種プロモーションを実施したことなどに
より、鉄道運輸収入をはじめ、ホテル業や小売業でも収益が増加し、営業利益が改善しました。

・特別利益に国からの⽀援（159億円）を計上し、親会社株主に帰属する当期純利益は４期ぶりの⿊字となりました。

○連結損益計算書 (単位︓億円、億円未満切捨)
'22年度 '23年度 ⽐率

実績 実績 （％）
1,337 1,477 140 110.5 

鉄道運輸収入 585 698 113 119.3 
営業費⽤ 1,910 1,977 67 103.5 
営業利益 ▲ 572 ▲ 499 72 ー
営業外損益 391 388 ▲  3 99.2 

一般営業外損益 42 18 ▲ 24 43.1 
基⾦運⽤益 293 315 21 107.2 
特別債券利息 55 55 － 100.0 

経常利益 ▲ 181 ▲  111 69 ー
特別利益 350 249 ▲ 100 71.2 
特別損失 323 83 ▲ 239 25.9 
当期純利益 ▲ 163 39 203 ー
親会社株主純利益 ▲ 164 33 197 ー

増減

営業収益

第４四半期累計

外部売上 営業利益 外部売上 営業利益 外部売上 営業利益
① 運輸業 775 ▲ 631 895 ▲ 563 120 67 
② 小売業 227 3 238 8 10 4 
③ 不動産賃貸業 210 48 192 43 ▲ 17 ▲  4 
④ ホテル業 74 4 100 15 25 10 
⑤ その他 49 12 50 13 1 0 

1,337 ▲ 572 1,477 ▲ 499 140 72 

'22年度 '23年度 増 減

合   計

第４四半期累計

① 運 輸 業︓鉄道運輸収入の増加に加え、乗合バス、レンタカーの売り上げも増加し、増収増益

② 小 売 業︓⼟産店、コンビニ、スーパーマーケットで売り上げが増加し、増収増益

③ 不動産賃貸業︓ＪＲタワー現存２館(ステラプレイス、アピア)の売り上げが過去最⾼となったほか、
極楽湯さっぽろ弥生跡地の再開発に伴う⼟地の売却収益を計上したものの、パセオと
エスタ閉店の影響を受け、減収減益

④ ホ テ ル 業︓インバウンドを含む観光需要が戻り、客室稼働率が改善し、増収増益

⑤ そ の 他︓セグメント全体では前年度並み

(3) ʻ23年度 事業セグメント別の状況（対前年⽐較）

【参考】グループ会社からＪＲ北海道への収益還元等
・地代、家賃等の受取 ５５億円
・配当⾦の受取 ２９億円 計 ９４億円（ＪＲ北海道の成績に寄与）
・グループ通算制度 １０億円 （対2022年度 ＋１３億円） 5

１．グループ連結決算のポイント

多くのセグメントで前年度より改善
（単位︓億円、億円未満切捨）



(1) ʻ23年度 単体決算の概況（対前年⽐較）
〇単体損益計算書 （単位︓億円、億円未満切捨）

'22年度 '23年度
実績 実績

営業収益 729 849 120 116.5
鉄道運輸収入 585 698 113 119.3
(うち新幹線) (  55) (  77) (  21) 139.5
開発事業収入 56 63 6 112.0
その他の収入 87 87 0 100.9

営業費⽤ 1,368 1,424 55 104.1
人件費 423 425 2 100.5
動⼒費 83 82 ▲ 1 98.2
修繕費 365 399 34 109.4
その他の費⽤ 496 518 21 104.2

営業利益 ▲ 639 ▲ 574 64 －
営業外損益 395 412 16 104.2
一般営業外損益 47 42 ▲ 4 90.0
基⾦運⽤益 293 315 21 107.2
(運⽤利回り%) (4.31) (4.61) (0.3)
特別債券利息 55 55 － 100.0

経常利益 ▲ 243 ▲ 162 81 －
特別利益 288 193 ▲ 95 66.9
特別損失 234 21 ▲ 213 9.0

▲ 189 9 198 －
当期純利益 ▲ 180 18 199 －

輸送人員(千人) 110,830 120,391 9,561 108.6

（％）
⽐率増 減

税引前当期純利益

第４四半期累計
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２．ＪＲ北海道単体決算のポイント

・鉄道運輸収入は、札幌圏において、上期に「北海道ボールパークＦ
ビレッジ」の開業効果を受けたことに加え、新型コロナの５類移⾏
後にインバウンド需要が回復したことなどにより、空港アクセス輸
送が好調に推移したほか、新幹線のご利⽤状況の改善などにより、
113億円増加しました。
新型コロナの影響が軽微であった2019年度と⽐較すると、99％と
なりました。（輸送人員で⽐較すると、89％となりました。）

・開発事業収入は、パセオとエスタの営業終了により減少したものの、
極楽湯さっぽろ弥生跡地の再開発に伴う⼟地の売却収益を計上した
ことなどにより、6億円増加しました。

・営業費⽤は、安全の確保に必要な修繕費が増加したことなどにより、
55億円増加した1,424億円となりました。

・経営安定基⾦運⽤益は、円安株⾼などにより21億円増加しました。
この結果、経常利益は、81億円改善した162億円の⾚字となりまし
た。

・特別利益に、国からの⽀援（159億円）などを計上した結果、
当期純利益は199億円改善した18億円となり、８期ぶりに⿊字へ
転換しました。
※前年度の特別損失において、鉄道事業廃⽌の合意に⾄った留萌線と

根室線に係る諸費⽤（94億円）を計上。
＜参考︓ʻ23年度 単体決算（ʼ19年度⽐較）＞

（単位︓億円、億円未満切捨）
'19年度 '23年度

実績 実績
営業収益 875 849 ▲  25 97.1%

鉄道運輸収入 706 698 ▲  7 99.0%
営業費⽤ 1,397 1,424 27 102.0%
営業利益 ▲  521 ▲  574 ▲  53 ー

輸送人員(千人) 133,960 120,391 ▲ 13,569 89.9%

増減 ⽐率

計画運休による集中的な除雪作業

'22年度 '23年度 増 減 内 容
人件費 13 14 0  駅構内のポイントや、ホームの除雪を⾏う冬期パートナー社員に係る費⽤
修繕費 31 28 ▲ 2  線路の機械除雪、踏切の除雪に係る外注費など
その他 13 12 ▲ 0  ポイント部の雪を融かすための電気代など

計 57 55 ▲ 2                 

7 12 5 

′22年度 ・排雪モータカーロータリーの導入(２台)
      ・積雪深計及び降雪モニターカメラの設置
      ・分岐器不転換対策の強化(マットヒーター、レールヒーター) など
′23年度 ・排雪モータカーロータリーの導入(７台)など

64 67 3  

営
業
費
用

設備投資

合計

（単位︓億円）

２．ＪＲ北海道単体決算のポイント
【参考】ＪＲ北海道の冬期経費について

7排雪モータカーロータリー



現⾦等当期⾸残⾼
 (2023.4.1時点）

現⾦等当期末残⾼
 (2024.3.31時点）

299
248

(１) ʻ23年度 単体決算の概況
（単位︓億円、億円未満切捨）

２．ＪＲ北海道単体決算のポイント
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〇単体キャッシュ・フロー
・設備投資の⽀出 ▲358
・設備投資等助成⾦※② ＋9★
・その他 ＋16

▲332

・短期借入⾦返済 ▲50
・⻑期借入収入 +8
・その他 ▲25

▲67

69
318

★国からの⽀援 計327億円 ①「経営安定基⾦の下⽀え」⽀援に伴う受取利息
②設備投資等助成⾦

・鉄道事業･開発事業によるCF ▲288
・経営安定基⾦運⽤収益 ＋166
・「経営安定基⾦の下⽀え」⽀援に

伴う受取利息※① +148★
・設備投資等助成⾦※② ＋169★
・その他 ＋55

＋250

※設備投資等助成⾦については「損益計算書」と「キャッシュ・フロー」で⾦額が一致しません
（「キャッシュ・フロー」は決算期中の入出⾦実績に基づき記載しております）。

＋250

営業活動によるC/F 収入環境が改善したことに加え、経営安定基⾦の運⽤収入や修繕に対する設備投資等助成⾦などにより、
250億円の現⾦収入となりました。

投資活動によるC/F 国からの「省⼒化・省人化に資する⽀援」などを活⽤した設備投資を⾏い、332億円の現⾦⽀出となりました。
財務活動によるC/F 短期借入⾦を返済したことなどにより、67億円の現⾦⽀出となりました。

この結果、現⾦等当期末残⾼は318億円となりました。なお、この残⾼には、「省⼒化・省人化に資する⽀援」の未使⽤分
69億円が含まれており、実質的な現⾦等当期末残⾼は248億円となります。

営業活動によるC/F

投資活動によるC/F

財務活動によるC/F

167

467

「省⼒化・省人化に資する⽀援」の未使⽤分

▲332

▲67

※ʼ21年9⽉10⽇に、新型コロナウイルス感染拡⼤の影響を踏まえた債務圧縮・資本増強としてDES（Debt Equity
Swap）230億円を実施しました。

※また、連結⼦会社の北海道⾼速鉄道開発㈱は国・北海道から以下の⽀援を受けております。
・ʼ21年度 261系5000代多⽬的特急⾞両「ラベンダー」編成取得のための⽀援 17億円
・ʼ22年度 Ｈ100形電気式気動⾞取得のための⽀援 11億円
・ʼ23年度 Ｈ100形電気式気動⾞取得のための⽀援 11億円

進捗状況（2024年3⽉31⽇時点）
 ①経営安定基⾦の下⽀え
 (運⽤益の安定的な確保)

 ʼ21年７⽉から順次︓鉄道・運輸機構へ 2,970億円を利率５%で貸付
 →この貸付に伴い、基⾦運⽤益に受取利息を 148億円 計上

 ②助成⾦の交付（継続）

 特別損益に 159億円 計上
 （貨物⾛⾏線区における貨物列⾞の運⾏に必要な設備投資等の⽀援、
  ⻘函トンネルに係る修繕等の⽀援、
  ⻩線区に係る⽀援）

 ③省⼒化・省人化に資する
    ⽀援

 ʼ21年４⽉︓鉄道・運輸機構から出資 300億円 を受入れ
 ʼ23年１⽉︓鉄道・運輸機構から出資   94億円 を受入れ
（設備投資に必要な資⾦の出資）
  →このうちʼ23年度の活⽤実績 97億円（累計活⽤実績  324億円）

 ④借入⾦に係る利⼦補給

 連結営業外収益に 58百万円 計上
【主な借入案件】
・ジュノール手稲の建設
・ブランJR帯広駅前の改修⼯事（ホテルからの業態変更）

9

【参考】国からの支援の決算への反映状況
ʻ20年度に国から発表された当社に対する⽀援は、ʼ23年度決算に以下のとおり反映されています。
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 2023 年度連結決算財務諸表等 
2 0 2 4 年 ５ 月 ８ 日 

 北海道旅客鉄道㈱ 

１ 連結損益計算書 

(単位：億円) 

 ２０２２年度 ２０２３年度 増  減 比率(％) 

営 業 収 益 

（うち鉄道運輸収入） 

（再掲 新幹線運輸収入） 

１，３３７ 

 (      ５８５ 

(    ５５ 

 

) 

) 

１，４７７ 

 (      ６９８ 

(    ７７ 

 

) 

) 

  １４０ 

(   １１３ 

(     ２１ 

 

) 

) 

１１０．５ 

( １１９．３ 

( １３９．５ 

 

) 

) 

営 業 費 用 １，９１０  １，９７７    ６７  １０３．５  

営 業 利 益 △ ５７２  △ ４９９    ７２  －  

営 業 外 損 益 

(うち経営安定基金運用収益) 

(うち特別債券受取利息収益) 

３９１ 

(   ２９３ 

(    ５５ 

 

) 

) 

３８８ 

(   ３１５ 

(    ５５ 

 

) 

) 

△   ３  

(    ２１ 

(     － 

 

) 

) 

９９．２ 

( １０７．２ 

(  １００．０ 

 

) 

) 

経 常 利 益 △ １８１  △ １１１  ６９  －  

特 別 利 益 ３５０  ２４９  △ １００  ７１．２  

特 別 損 失 ３２３  ８３  △ ２３９  ２５．９  

税金等調整前当期純利益 △ １５４  ５４   ２０８  －  

法 人 税 等 ８  １４     ５  １６３．８  

当 期 純 利 益 △ １６３  ３９   ２０３  －  

非支配株主に帰属する当期純利益 １  ６     ５  ６１６．３  

親会社株主に帰属する当期純利益 △ １６４  ３３   １９７  －  

(注)１.連結包括利益 2022 年度 △302 億円、2023 年度 131億円 
２.2023年度は、国からの支援159億円を特別利益(設備投資等助成金)に計上しております。 
３.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

２ セグメント情報 

(単位：億円) 

 
運輸業 小売業 

不動産 

賃貸業 
ﾎ ﾃ ﾙ 業 その他 合 計 調整額 

連 結 損 益 

計算書計上額 

2 

0 

2 

3 

年 

度 

売 上 高         

外部顧客への売上高 

セ グ メ ン ト 間 の 

内部売上高又は振替高 

８９５ ２３８ １９２ １００ ５０ １，４７７ － １，４７７ 

４６ ０ １０ ０ ７５ １３２ △１３２ － 

計 ９４２ ２３８ ２０２ １００ １２５ １，６１０ △１３２ １，４７７ 

セ グ メ ン ト 利 益 △５６３       ８ ４３   １５  １３ △４８３ △ １５ △   ４９９ 

 

 

増 

 

減 

売 上 高         

外部顧客への売上高 

セ グ メ ン ト 間 の 

内部売上高又は振替高 

１２０ １０ △  １７   ２５     １ １４０ － １４０ 

△    ０     ０ △    ０ △    ０ △    １ △    ２  ２ － 

計 １１９ １０ △  １８    ２５ △    ０  １３７ ２ １４０ 

セ グ メ ン ト 利 益 ６７       ４ △    ４ １０        ０ ７８ △  ５ ７２ 

 (注)１.セグメント利益は、営業利益を表示しております。 
      ２.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 
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３ 連結貸借対照表 
 

(単位：億円) 

 
２０２２年度 

期    末
 

２０２３年度 

期    末
 増  減 比率(％) 

[資産の部]         

 流 動 資 産 １，４１８  １，２２８  △ １８９  ８６．６  

 固 定 資 産 ３，６２８  ３，６７１   ４３  １０１．２  

 経 営 安 定 基 金 資 産 ７，２１８  ７，３４８  １２９  １０１．８  

 機 構 特 別 債 券 ２，２００  ２，２００  －  １００．０  

資 産 合 計 １４，４６５  １４，４４８  △  １６  ９９．９  

[負債の部]         

 流 動 負 債 

(うち１年内返済長期借入金) 

９９４ 

(    ２４ 

 

) 

８３８ 

(    ２９ 

 

) 

△ １５６ 

(     ４ 

 

) 

８４．３ 

( １１９．２ 

 

) 

 固 定 負 債 

( う ち 長 期 借 入 金 ) 

２，３０４ 

( １，３０２ 

 

) 

２，３１５ 

( １，３１４ 

 

) 

１１ 

(    １２ 

 

) 

１００．５ 

( １０１．０ 

 

) 

 機構特別債券引受借入金 ２，２００  ２，２００  －  １００．０  

負 債 合 計 ５，４９８  ５，３５３  △ １４４  ９７．４  

純 資 産 合 計 

( う ち 資 本 剰 余 金 ) 

( う ち 利 益 剰 余 金 ) 

８，９６７ 

( ２，１８９ 

( △ ５６０ 

 

) 

) 

９，０９５ 

( ２，１８９ 

( △ ５２７ 

 

) 

) 

１２８ 

    － 

(    ３３ 

 

 

) 

１０１．４ 

( １００．０ 

(     － 

 

) 

) 

負 債 純 資 産 合 計 １４，４６５  １４，４４８  △  １６  ９９．９  

  (注)１.過年度のグループ会社再編に伴う会計処理により、連結貸借対照表における資本剰余金の額はＪＲ北海道単体

の貸借対照表と異なっております。 

２.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 
 

４ 連結キャッシュ･フロー計算書  
国からの支援を以下のとおり計上しております。 

経営安定基金下支え      １４８億円 (入金は、９月末と３月末) 

 助成金の交付          １７８億円 (営業活動フロー １６９億円、投資活動フロー ９億円) 

 借入金に係る利子補給     ５８百万円 

(単位：億円) 

 ２０２２年度
 

２０２３年度
 

増  減 比率(％) 

営業活動によるキャッシュ･フロー(Ⅰ) 

( 設 備 投 資 等 助 成 金 の 受 取 額 ) 

１８８ 

(     １５３ 

 

) 

２６６ 

(     １６９ 

 

) 

  ７７ 

(     １５ 

 

) 

１４１．４ 

(  １１０．２ 

 

) 

投資活動によるキャッシュ･フロー(Ⅱ) 

( 固 定 資 産 取 得 に よ る 支 出 ) 

( 設 備 投 資 等 助 成 金 の 受 取 額 ) 

△  ８６ 

( △ ３３２ 

(    １０ 

 

) 

) 

△ ３１５ 

( △ ２７５ 

(     ９ 

 

) 

) 

△ ２２８  

(    ５６ 

( △   ０ 

 

) 

) 

３６４．２ 

(  ８３．０ 

(  ９２．７ 

 

) 

) 

フ リ ー キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー １０１  △  ４９  △ １５０  －  

財務活動によるキャッシュ･フロー(Ⅲ) 

( 長 期 借 入 金 の 借 入 に よ る 収 入 ) 

( 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 ) 

( 株 式 の 発 行 に よ る 収 入 ) 

５３ 

(    ２２ 

( △  ２５ 

(    ９４ 

 

) 

) 

) 

△ １４０ 

(    ５７ 

( △  ３９ 

(     － 

 

) 

) 

) 

△ １９３ 

(    ３４ 

( △  １４ 

( △  ９４ 

 

) 

) 

) 

－ 

( ２５６．１ 

( １５４．９ 

(     － 

 

) 

) 

) 

現金及び現金同等物の増減額(Ⅰ)+(Ⅱ)+(Ⅲ) 

(４月１日から３月 31 日までの増減額) 
 １５５  △ １８９  △ ３４４  －  

現金及び現金同等物の期首残高 

(４月１日残高) 
６７３  ８２８  １５５  １２３．１  

現金及び現金同等物の期末残高 

(３月 31 日残高) 
８２８  ６３９  △ １８９  ７７．２  

  (注)１.国からの支援のうち、営業活動によるキャッシュ・フローの「設備投資等助成金の受取額」には、修繕費や 
業務費に係る助成金を計上しております。投資活動によるキャッシュ・フローの「設備投資等助成金の 
受取額」には、固定資産への設備投資に係る助成金を計上しております。 

２.現金及び現金同等物の2023年度期末残高には、国からの支援に基づく増資により得た現金の未使用額(69億円) 
を含んでおります。 

３.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 
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【参考：ＪＲ北海道単体決算】  
１ 単体損益計算書 

 (単位：億円) 

 ２０２２年度 ２０２３年度 増  減 比率(％) 

営 業 収 益 ７２９  ８４９  １２０  １１６．５  

 

鉄 道 運 輸 収 入 
(うち新幹線運輸収入) 
開 発 事 業 収 入 
そ の 他 収 入 

５８５ 
(       ５５ 

５６ 
８７ 

 
) 
 
 

６９８ 
(       ７７ 

６３ 
８７ 

 
) 
 
 

１１３ 
(    ２１ 

６    
     ０    

 
) 
 
 

１１９．３ 
( １３９．５ 

１１２．０ 
１００．９ 

 
) 
 
 

営 業 費 用 １，３６８  １，４２４  ５５  １０４．１  

 

人 件 費 
動 力 費 
修 繕 費 
諸 税 
減 価 償 却 費 
そ の 他 費 用 

４２３ 
８３ 

３６５ 
３７ 

１９０ 
２６８ 

 

４２５ 
８２ 

３９９ 
３９ 

１９２ 
２８５ 

 

２ 
△   １ 

３４ 
２ 
２ 

１６ 

 

１００．５ 
９８．２ 

１０９．４ 
１０５．８ 
１０１．１ 
１０６．３ 

 

営 業 利 益 △ ６３９  △ ５７４  ６４  －  

営 業 外 損 益 
（うち経営安定基金運用収益） 
（うち機構特別債券受取利息収益） 

３９５ 
（   ２９３ 
（    ５５ 

 
）
）

４１２ 
（   ３１５ 
（    ５５ 

 
）
）

 １６ 
(    ２１ 
(     － 

 
) 
) 

１０４．２ 
( １０７．２ 
( １００．０ 

 
) 
) 

経 常 利 益 △ ２４３  △ １６２  ８１  －  

特 別 利 益 ２８８  １９３  △  ９５  ６６．９  

特 別 損 失 ２３４  ２１  △ ２１３  ９．０  

税 引 前 当 期 純 利 益 △  １８９  ９  １９８  －  

法人税､住民税及び事業税 △   ８  △   ９  △   ０  －  

当 期 純 利 益  △  １８０  １８  １９９  －  

  (注)１.2023 年度は、国からの支援 159 億円を特別利益(設備投資等助成金)に計上しております。 
２.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 

 
 

 

２ 鉄道輸送量及び鉄道運輸収入 
 

 ２０２２年度 ２０２３年度 増  減 比率(％) 

 
 

輸 
送 
人 
員 

  
定 期 

千人 

６５，７２９ 
千人 

６７，４７６ 
千人 

１，７４７ 
 

１０２．７ 
( う ち 新 幹 線 )  （     １０）  （      ５）   （ △  ４）   （ ５６．１） 

 
定 期 外 

 
  ４５，１００ 

 
  ５２，９１５ 

 
 ７，８１５ 

 
１１７．３ 

( う ち 新 幹 線 ) （ １，０６０） （ １，３９６）   （  ３３６）   （１３１．７） 
 

合 計 
 

 １１０，８３０ 
 

 １２０，３９１ 
 

 ９，５６１ 
 

１０８．６ 
( う ち 新 幹 線 ) （ １，０７０） （ １，４０２）   （  ３３２）   （１３１．０） 

 
 

輸 
送 
人 
ｷﾛ 

 
定 期 

百万人ｷﾛ 

１，２２４ 
百万人ｷﾛ 

１，２５４ 
百万人ｷﾛ 

３０ 
 

１０２．５ 
( う ち 新 幹 線 ) （     ０） （     ０）   （    ０）   （ ５１．０） 

 
定 期 外 

 
２，０３２ 

 
２，４５６ 

 
４２４ 

 
１２０．９ 

( う ち 新 幹 線 )  （   １６８）  （   ２３９）   （   ７１）   （１４２．５） 
 

合 計 
 

３，２５５ 
 

３，７１０ 
 

４５５ 
 

１１４．０ 
( う ち 新 幹 線 ) （   １６８） （   ２３９）   （   ７１）   （１４２．３） 

 
鉄 
道 
運 
輸 
収 
入 

 
定 期 

億円 

 １１３ 
億円 

 １１６ 
億円 

       ３ 
 

１０２．７ 
( う ち 新 幹 線 ) （     ０） （     ０）   （ △  ０）   （ ５５．３） 

 
定 期 外 

 
４７２ 

 
５８２ 

 
    １１０ 

 
１２３．３ 

( う ち 新 幹 線 ) （    ５５） （    ７７）   （   ２１）   （１３９．７） 
 

合 計 
 

５８５ 
 

６９８ 
 

    １１３ 
 

１１９．３ 
( う ち 新 幹 線 ) （    ５５） （    ７７）   （   ２１）   （１３９．５） 

(注)鉄道運輸収入は億円未満を切り捨てて表示しております。 
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３ 単体貸借対照表 

(単位：億円) 

 
２０２２年度 

期    末
 

２０２３年度 

期    末
 増  減 比率(％) 

[資産の部]         

 流 動 資 産 ７９１  ６７１  △ １２０  ８４．８  

 固 定 資 産 ３，３０７  ３，３２５  １７   １００．５  

 経 営 安 定 基 金 資 産 ７，２１８  ７，３４８  １２９   １０１．８  

 機 構 特 別 債 券 ２，２００  ２，２００  －  １００．０  

資 産 合 計 １３，５１８  １３，５４６  ２７  １００．２  

[負債の部]         

 流 動 負 債 

(うち１年内返済長期借入金) 

８７６ 

(    １６ 

 

) 

８０５ 

(    １６ 

 

) 

△  ７０ 

(  △    ０ 

 

) 

９２．０ 

(   ９７．３ 

 

) 

 固 定 負 債 

( う ち 長 期 借 入 金 ) 

 １，９９１ 

(  １，２４８ 

 

) 

 １，９７８ 

(  １，２４０ 

 

) 

△  １３ 

 ( △   ７ 

 

) 

９９．３ 

(   ９９．４ 

 

) 

 機構特別債券引受借入金 ２，２００  ２，２００  －  １００．０  

負 債 合 計 ５，０６８  ４，９８４  △  ８３  ９８．３  

純 資 産 合 計 

( う ち 資 本 剰 余 金 ) 

( う ち 利 益 剰 余 金 ) 

８，４５０ 

 ( ２，１５８ 

( △ ９００ 

 

) 

) 

８，５６１ 

 ( ２，１５８ 

( △ ８８１ 

 

) 

) 

１１１ 

(       － 

(     １８ 

 

) 

) 

１０１．３ 

(  １００．０ 

(      － 

 

) 

) 

負 債 純 資 産 合 計 １３，５１８  １３，５４６  ２７  １００．２  

  (注) 金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 

 
 

 

４ 単体キャッシュ･フロー計算書 

(単位：億円) 

 ２０２２年度
 

２０２３年度 増  減 比率(％) 

営業活動によるキャッシュ･フロー(Ⅰ) 

( 設 備 投 資 等 助 成 金 の 受 取 額 ) 

１０４ 

(   １５３ 

 

) 

２５０ 

(   １６９ 

 

) 

１４６ 

(    １５ 

 

) 

２４０．８ 

( １１０．２ 

 

) 

投資活動によるキャッシュ･フロー(Ⅱ) 

( 固 定 資 産 取 得 に よ る 支 出 ) 

( 設 備 投 資 等 助 成 金 の 受 取 額 ) 

△ １８４ 

( △ ３２９ 

(    １０ 

 

) 

) 

△ ３３２ 

( △ ２６７ 

(     ９ 

 

) 

) 

△ １４８ 

(    ６１ 

( △   ０ 

 

) 

) 

１８０．６ 

(  ８１．３ 

(  ９２．７ 

 

) 

) 

フ リ ー キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー △  ７９  △  ８１  △   １  １０２．１  

財務活動によるキャッシュ･フロー(Ⅲ) 

( 長 期 借 入 金 の 借 入 に よ る 収 入 ) 

( 株 式 の 発 行 に よ る 収 入 ) 

５０ 

(    １２ 

(    ９４ 

 

) 

) 

△  ６７ 

(     ８    

(     － 

 

) 

) 

△ １１７  

( △   ３ 

( △  ９４ 

 

) 

) 

－ 

(  ７３．１ 

(     －  

 

) 

) 

現金及び現金同等物の増減額(Ⅰ)+(Ⅱ)+(Ⅲ) 

(４月１日から３月 31 日までの増減額) 
△  ２９  △ １４８  △ １１９  ５００．２  

現金及び現金同等物の期首残高 

(４月１日残高) 
４９６  ４６７  △  ２９  ９４．０  

現金及び現金同等物の期末残高 

(３月 31 日残高) 
４６７  ３１８  △ １４８  ６８．２  

(注)１.国からの支援のうち、営業活動によるキャッシュ・フローの「設備投資等助成金の受取額」には、修繕費や 

業務費に係る助成金を計上しております。投資活動によるキャッシュ・フローの「設備投資等助成金の 

受取額」には、固定資産への設備投資に係る助成金を計上しております。 

２.現金及び現金同等物の2023年度期末残高には、国からの支援に基づく増資により得た現金の未使用額(69億円) 

を含んでおります。 

３.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 
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【通期業績予想】 

１ ２０２４年度連結業績予想 
(単位：億円) 

 2023 年度実績 2024 年度予想
 

増  減 比率(％) 

営 業 収 益 １，４７７  １，４５６  △  ２１  ９８．５  

営 業 利 益 △ ４９９  △ ５８３  △  ８３  －  

経 常 利 益 △ １１１  △ ２４３   △ １３１  －  

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 ３３  △  ８０  △ １１３  －  

 

 

 

２ ２０２４年度単体業績予想 
(単位：億円) 

 2023 年度実績
 

2024 年度事業計画
 

増  減 比率(％) 

営 業 収 益 ８４９  ８５７  ７  １００．８  

営 業 利 益 △ ５７４  △ ６３１  △  ５６  －  

経 常 利 益 △ １６２  △ ２６５   △ １０２  －  

当 期 純 利 益 １８  △  ８３   △ １０１  －  
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連結決算対象会社の概要 

 

 

 

運 輸 業     ９社 

  

 

 

 

 

 

㈱ ド ウ デ ン

北 海 道 軌 道 施 設 工 業 ㈱ 

㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ 

ｼﾞｪｲｱｰﾙ北海道 ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 

北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ運輸ｻﾎﾟｰﾄ㈱ 

札 幌 交 通 機 械 ㈱ 

北 海 道 高 速 鉄 道 開 発 ㈱ 

 

  

ジェイ・アール北海道バス㈱ ㈱ＪＲ北海道ソリューションズ 

 

北海道旅客鉄道㈱は、運輸業、不動産賃貸業 及び ホテル業を 

営んでおります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【連結決算対象会社数の推移】 

     2022年3月31日現在 2023年3月31日現在 2024年３月31日現在 

親 会 社 １社  １社  １社  

子 会 社 １７社  １７社  １７社  

持分法適用関連会社 １社  １社  １社  

計 １９社  １９社  １９社  

 

 

 (注)1.札建工業㈱は、持分法適用関連会社です。 

2.子会社17社には、上記概要図に記載していない、ＪＲ札幌病院に関する「匿名組合ジェイエイチホスピタル 
アセットホールディングズ」を含めております。 

小 売 業   １社 

ＪＲ北海道ﾌﾚｯｼｭｷﾖｽｸ㈱ 

不 動 産 賃 貸 業     ２社 

北海道ジェイ・アール都市開発㈱ 

札 幌 駅 総 合 開 発 ㈱ 

ホ テ ル 業    １社 

Ｊ Ｒ 北 海 道 ホ テ ル ズ ㈱ 

そ の 他    ４社 

 

卸 売 業 

㈱北海道ジェイ・アール商事 

清 掃 整 備 業 

北海道クリーン・システム㈱ 

情報サービス業 

㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｼｽﾃﾑ開発 

建    設    業 

(注1)札 建 工 業 ㈱ 

鉄 道 事 業 

旅客自動車運送事業 

 

 

北 海 道 旅 客 鉄 道 ㈱ 

その他サービス業 
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（単位：百万円、単位未満切捨）

対前年
増　減

対前年
増　減

対前年
増　減

対前年
増　減

 ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ北海道バス㈱ 100 8,486 326 34 349 313 △127 161 △114

 ㈱ＪＲ北海道ソリューションズ 100 3,005 138 84 △38 81 △79 45 △72

 ㈱ドウデン 100 5,544 △344 217 △102 239 △98 156 △66

 北海道軌道施設工業㈱ 100 9,871 545 683 71 653 49 424 24

 ㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･サービスネット 100 1,350 △36 78 △0 82 △0 49 △0

 ｼﾞｪｲｱｰﾙ北海道エンジニアリング㈱ 100 4,330 859 479 299 482 298 313 201

 北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ運輸サポート㈱ 84 4,576 88 99 69 112 71 75 49

 札幌交通機械㈱ 73 6,369 102 438 77 493 82 332 60

 北海道高速鉄道開発㈱ 50 714 5 363 17 369 17 254 12

小
売

 JR北海道フレッシュキヨスク㈱ 100 23,895 1,086 819 447 828 422 714 570

 北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ都市開発㈱ 100 3,688 54 364 47 368 37 110 △138

 札幌駅総合開発㈱ 63 14,908 △2,661 1,665 △101 2,072 △83 1,442 61

ﾎﾃﾙ  ＪＲ北海道ホテルズ㈱ 100 10,064 2,559 913 97 929 46 695 △211

 ㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ商事 100 4,372 288 740 154 774 159 548 81

 北海道クリーン･システム㈱ 100 5,942 △172 376 △137 383 △137 246 △52

 ㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･システム開発 90 2,903 △167 180 30 185 31 247 748

- 110,406 2,599 7,611 1,259 8,434 667 5,818 1,154

29 9,026 1,501 496 141 533 127 353 72

- 84,988 12,063 △57,493 6,477 △16,257 8,125 1,896 19,965

- 147,794 14,032 △49,962 7,293 △11,119 6,986 3,339 19,778

(注) １．実質持分比率（小数点以下切り捨て）、資本金の順位で記載しております。

 ２．連結決算額における当期純利益は、「親会社株主に帰属する当期純利益」を表しております。

 ３．実質持分比率は、2024年３月31日現在です。

 ４．子会社合計の金額には、上表に記載のない匿名組合ｼﾞｪｲｴｲﾁﾎｽﾋﾟﾀﾙｱｾｯﾄﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾞを含めております。

2023年度 連結決算対象会社の経営成績

参 考 資 料

会　社　名

経営成績（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
実質
持分
比率
(％)

営業
収益

営業
利益

経常
利益

当　期
純利益

Ｊ Ｒ 北 海 道

連 結 決 算 額

運
　
　
　
　
輸

不
動
産

そ
　
の
　
他

子 会 社 合 計

札建工業㈱（持分法適用関連会社）
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１　連結経営成績

1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

(H11年度) (H12年度) (H13年度) (H14年度) (H15年度) (H16年度) (H17年度) (H18年度) (H19年度) (H20年度)

144,721 148,001 150,162 150,945 160,434 162,534 165,419 169,135 168,251 166,727

△28,945 △28,361 △26,935 △27,818 △23,041 △21,465 △25,229 △24,527 △22,673 △21,745

2,860 1,446 3,482 2,806 6,847 8,250 5,463 11,240 5,168 1,665

3,443 2,363 1,388 1,545 2,619 3,030 △4,221 5,838 3,827 △2,827

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

(H21年度) (H22年度) (H23年度) (H24年度) (H25年度) (H26年度) (H27年度) (H28年度) (H29年度) (H30年度)

162,883 161,562 165,071 179,634 189,482 174,266 171,390 172,564 173,767 171,017

△19,185 △20,733 △24,168 △23,763 △28,610 △30,858 △35,264 △39,814 △41,653 △41,890

5,458 3,865 1,768 7,352 11,417 11,329 5,442 △10,397 △10,627 △11,155

2,447 △59 △2,652 4,040 9,156 10,725 8,413 △14,874 △8,735 △17,991

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

(R元年度) (R2年度) (R3年度) (R4年度) (R5年度)

167,298 111,944 110,337 133,762 147,794

△42,641 △80,594 △72,775 △57,256 △49,962

△13,557 △44,677 △8,098 △18,105 △11,119

1,919 △41,045 △1,052 △16,438 3,339

２　個別経営成績

1987年度 1988年度 1989年度 1990年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度

(S62年度) (S63年度) (H元年度) (H2年度) (H3年度) (H4年度) (H5年度) (H6年度) (H7年度) (H8年度)

91,975 94,031 99,863 105,040 106,358 105,463 105,967 101,972 101,864 104,722

(62,302) (70,530) (68,768) (72,738) (75,587) (76,249) (76,013) (76,374) (77,055) (80,073)

△53,820 △53,352 △52,734 △49,061 △48,304 △46,847 △45,395 △42,115 △40,656 △38,182

△2,223 △1,241 268 1,611 2,045 1,325 525 159 △1,405 △3,562

1,213 1,758 211 507 635 252 277 150 △2,428 △1,263

(7.30%) (7.30%) (7.26%) (7.17%) (7.18%) (6.87%) (6.51%) (5.98%) (5.54%) (4.94%)

49,800 49,800 49,595 48,960 49,094 46,966 44,436 40,829 37,811 33,730

1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度

(H9年度) (H10年度) (H11年度) (H12年度) (H13年度) (H14年度) (H15年度) (H16年度) (H17年度) (H18年度)

102,474 99,198 97,742 91,129 90,920 90,219 89,221 89,114 88,636 88,981

(78,259) (75,976) (74,706) (73,552) (74,234) (73,658) (72,854) (72,913) (73,046) (73,087)

△37,140 △32,725 △30,323 △29,942 △28,830 △28,719 △28,400 △27,076 △30,714 △29,646

△3,681 1,989 1,534 480 1,379 1,550 1,543 2,678 292 6,468

△5,622 △94,160 1,736 916 1,155 1,124 46 159 △8,351 4,090

(4.76%) (4.98%) (4.58%) (4.28%) (4.35%) (4.36%) (4.30%) (4.25%) (4.25%) (4.97%)

32,453 34,029 31,261 29,208 29,654 29,736 29,300 28,983 29,022 33,919

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

(H19年度) (H20年度) (H21年度) (H22年度) (H23年度) (H24年度) (H25年度) (H26年度) (H27年度) (H28年度)

89,389 88,264 84,784 82,661 82,197 84,397 82,787 82,563 83,844 89,443

(73,419) (72,135) (69,266) (67,735) (67,299) (68,860) (67,077) (66,882) (68,508) (72,742)

△28,115 △26,594 △24,960 △25,933 △30,719 △30,936 △37,246 △38,987 △44,700 △49,809

331 △2,408 269 △418 △4,439 986 3,765 4,392 △2,224 △18,885

2,194 △5,015 954 △1,801 △4,786 1,326 6,056 8,177 5,581 △12,604

(4.00%) (3.39%) (3.56%) (3.53%) (3.44%) (3.72%) (5.01%) (5.33%) (5.10%) (3.47%)

27,349 23,121 24,290 24,089 23,558 25,409 34,173 36,359 34,918 23,639

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

(H29年度) (H30年度) (R元年度) (R2年度) (R3年度) (R4年度) (R5年度)

89,770 88,512 87,563 51,037 55,277 72,925 84,988

(72,827) (71,207) (70,609) (35,473) (40,371) (58,582) (69,888)

△52,524 △52,036 △52,187 △81,434 △76,309 △63,971 △57,493

△19,975 △19,856 △20,469 △43,863 △10,598 △24,382 △16,257

△10,966 △21,370 △765 △37,206 △976 △18,069 1,896

(3.74%) (3.63%) (3.42%) (4.13%) (8.39%) (4.31%) (4.61%)

25,503 24,795 23,403 28,145 57,239 29,382 31,503

(注)１．金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

    ２．連結決算は1999年度から公表しております。

売  上  高

営 業 利 益

経 営 成 績 の 推 移（ 年 間 ） 

経 常 利 益

親会社株主に帰属
する当期純利益

売  上  高

営 業 利 益

経 常 利 益

親会社株主に帰属
する当期純利益

売  上  高

営 業 利 益

経 常 利 益

親会社株主に帰属
する当期純利益

経 常 利 益

当期純利益

(利回り％)
基金運用収益

売  上  高

(うち鉄道運輸収入)

営 業 利 益

当期純利益

(利回り％)
基金運用収益

売  上  高

(うち鉄道運輸収入)

営 業 利 益

経 常 利 益

(うち鉄道運輸収入)

営 業 利 益

経 常 利 益

当期純利益

(利回り％)
基金運用収益

(利回り％)
基金運用収益

売  上  高

売  上  高

(うち鉄道運輸収入)

営 業 利 益

経 常 利 益

当期純利益
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